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1 . はじめに一本稿の目的
拙著『零細小売業研究―理論と構造』（ミネルヴァ書房， 2002.6) を上
梓したときに，今後の研究課題の一つとして小売商業の具体的現実的な競
争構造を明らかにする必要があると論じた 1)。その場合，零細小売業と競
争関係にある大規模小売業は現実において業態という形で展開されてお
り，また現実に大規模小売業は必ずなんらかの業態をとっていることを考
えれば，大規模小売業を「業態論」として具体的に把握する必要がある。
しかも，大規模小売業は「業態」を通してのみ大規模化が現実に可能であ
ると考えるならばいかなる過程を経て「業態」を採用して大規模化した
かという過程の解明は大規模小売業の現実の具体的な形成過程の解明につ
＊熊本学園大学商学部教授
1)出家健治『零細小売業研究一理論と構造』（ミネルヴァ書房， 2002.6) , pp.592-
593。
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ながるといえる。そこから「業態論」の解明は大規模小売業の現実的な具
体的把握の鍵であるといえ，その研究が必要であると考えたのである。
そこであらためてそのような視点から「業態論」を考えてみようとする
ときに， これまでの「業態論研究」を眺めてみると，散見する限りではそ
のような視点からの研究はきわめて少ない。石原武政・中野安の研究くら
いである 2)。ここではこの研究成果を取り卜けげながら，小売業の現実的具
体的な主要業態である「百貨店」と「スーパー」の二大業態の基本構造を
論じることにするの
2. 森下二次也の大規模小売業展開における業態論の論理的
つながりの欠如
(1)商業資本の自立化の論理（売買の集中）と大規模化の論理
商業資本の自立化（売買の集中）の意義一一般的利潤率の上昇
周知の通り．森卜三次也の商業賢本のH立化の論理は．マルクスの『賓
本論』の商業資本の論理にしたがって説明された。ここでの要点は商業'ti
本がG-W-G'という資本の運動をとることによって「売買の集中」を実
現し．結果として産業資本の販売の困難性を解消させるところにあった。
つまり商業資本は「売買の集中」を通して産業資本全体の流通時間の短縮・
流通費用の節約を達成し，一般的利潤率を上昇させることを可能にした。
ここに商業資本の自立化の意義があった 3)0
商業資本の自立化と大規模化ー自立化の利益の達成
商業資本の自立化の意義を達成するためには単に廂業資本が媒介すれ
2)石原武政の研究（同『商業組織の内部編成』千倉書房， 2000年，同「流通組織の
基礎理論」大阪市立大学商学部編［ビジネスエッセンシャルズ⑤流通』有斐閣，
2002年）そして中野安の近年の日米の大規模小売業研究である。なお後日，業態論
についてのサーベイをしたい。
3)森下二次也『現代商業経済論』（旧版）有斐閣， 1970年，第 4章商業資本自立化
pp.103-136を参照のこと。
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ばよいというものではなかった。商業資本が本質的にもつ不生産的な性格
が災いし，商業資本の社会的必要量が多くなれば一般的利潤率は下がり，
自立化の効果が失われることになった。そこから不生産的な意味をもつ商
業資本の社会的必要総量を少なくさせることが必要となった。少ない社会
的必要資本量で産業資本の生産された商品を大量に販売するためにはどう
するかということが商業資本に課せられた。その課題は商業資本の回転の
速さによって解決が可能になった。商業資本の回転が速ければ速いほど全
体の商業資本の社会的必要量は少なくてすむからである。そこから結果と
して商業資本全体の回転を高めるためには個別商業資本は大規模が望まし
いということになった。商業資本の個別資本部分が大規模であればあるほ
ど大量販売が可能となり多くの産業資本の商品を速くさばくことができ
るからである。こうして商業資本の自立化は商業資本の大規模化が一つの
法則として必然化した。大規模化の動きは商業資本にとって避けられない
運命となった 4)。
経済法則としての商業資本の自立化と個別商業資本の大規模化
商業資本の自立化による一般的利潤率の上昇は産業資本全体が取得する
利潤量の上昇にとどまらず，その取得の上昇をもたらした商業資本に対し
てもその貢献の代償として一般的利潤率に基づいて利潤を分与するとい
う，一般的利潤率を軸とした産業資本全体と商業資本全体の共存共栄によ
る社会的分業の論理によって説明された。つまり，資本主義の社会的分業
の存立枠組みのなかで商業資本の存立が一般的利潤率を軸に論理化されて
いたのである 5)。森下二次也が商業資本の自立化の論理を「社会的資本の
論理社会的資本の法則」6)で説明をしなければならばないと強調した含
意はここにある。
このことは，資本主義の自由競争段階の市場構造の軸として動く一般的
4)森下二次也，同上書， pp.137-152,pp.144-145。
5)森下二次也，同上書， pp.134-136,p.166, pp.201-203。
6)森下二次也，同上書， p.122。
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利潤率の形成 さらにその上昇が商業資本の行動原理に課される形で貰か
れる以上は，その基本的な経済法則の枠のなかで商業資本の大規模化も貰
かれることになる。つまり．資本主義の自由競争段階の経済体制において
資本t義的商業が存立するためには，豚業資本自体の「大規模化」が要請
され，商業資本は否応なくその方向に進展していかなければならないとい
う必然性が内在し， 自由競争段階の経済体制レベル全体の「法則性」とし
てそれが論じられているのである。
商業資本の大規模化にともなう「組織」と「技術」の発展ー業態論の示唆
資本主義の自由競争段階において裔業資本は「大規模化」がその存立と
同時に「nJ能性」として「法則」的に組み込まれているのであり．資本j:_
義の経済的な進展と商業資本の大規模化の「uJ能性」はまさに「杖f」で
あり，避けられない動きであるといえる。そして大規模化を展開するにあ
たって．森卜ニ次也は「商業資本は全体として回転を最大ならしめるよう
な組織と技術を展開していく」 7)可能性と必然性があることを指摘し，「業
態論」にかかわる組織と技術の指摘を示唆している。
(2)商業資本の大規模化と売買操作資本の投下の論理
商業資本の大規模化にともなう売買操作資本の投入
森下二次也は商業資本の大規模化を論じるにあたって，商業資本の大規
模化は商品買取資本の大規模化のみでは実現しえず，売買操作資本の投ド
を必要とすると指摘する。つまり，売買を促すための売買操作にかかわる
人的・物的資本への投下である 8)。これなくしては大規模に売買を促進す
ることができず， また結果として商品買取資本の回転を速め．商品買取資
本を全体として少なくさせ，結果的に一般的利潤率の上昇をさせるという
ことができない。その意味で売買操作資本の投人は尚業資本の大規模化に
とってィ渾T欠な要件であった。森下二次也はいう。一般的利潤率を上昇さ
7)森ドニ次也，同t-.書， p.199。
8)森下二次也，同J-.書， pp.117-120, p.130, pp.144-145, pp.166-177, pp.209-211。
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せるという H的で回転を高めるために商業資本の大規模化が図られたわけ
であり，回転率の上昇は商業資本にとって至上命令となる。その結果，「商
人は回転を促進させるために非価格的な手段に訴えるようになる。それは
必然的に売買費用を増大させる」 9)と。こうして商業資本における売買操
作資本の投入は必然化される。
商業資本の大規模化は個別商業資本の売買操作資本の大規模化
商業資本の大規模化が個別商業資本の大規模化であったように，売買操
作資本の投入による商業資本の大規模化は個別商業資本の売買操作資本の
大規模化をもたらす。
すなわち，個別商業資本の売買操作資本の大規模化によって社会的に必
要な売買操作に要する時間や費用を節約することになる。「大規模になれ
ばそれだけ簿記係，会計係，仕入係，通信係，販売係というような経営内
部の分業がすすみ，それだけ労働時間が節約されるし，他方売買のための
物的費用も相対的に減少する」10)。個別産業資本にとっても「100人の小商
人に分割販売させるよりは一人の大商人に集中販売する方がより多く販売
上の操作から解放される」11) ことになる。売買操作の分散を妨げ，販売に
必要な資本の共同利用を促進する。「『百個の小事務所は一個の大事務所よ
りも，百個の小倉庫は一個の大倉庫よりも無限により多くの費用を要する』
ことはあきらかである」12¥
かくして，個別商業資本の売買操作資本の大規模化によって社会的に必
要な売買操作に要する時間や費用を節約することになり，結果的に一般的
利潤率を上昇させることになる。その限りにおいて売買操作資本も一般的
利潤率に参加し，利潤を受け取ることになり，投下資本としての意義がそ
こに与えられることになる。このことは売買操作資本の投下が一般的利潤
率を上昇させるという点で産業資本全体にとってプラス効果をもたらすと
9)森下二次也，同上書 p.209。
10) 11)森下二次也，同上書， p.144。
12)森下二次也．同上書.p.130。
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同時に投下した個別商業資本にとっても一般的利潤率に基づく利潤を受
け取るという点で，プラス効果をもたらす（もちろんマイナス効果もある）
ということから 131, 売買操作資本の大規模化は，上述でみた資本主義の自
由競争段階の経済体制において資本主義的商業が存立するための麻業資本
自体の「大規模化」要請と連動するのである。
(3)森下二次也の商業資本の大規模化過程と業態論のつながりの欠如
部門内における価格競争ならびに商業資本の集中集積による大規模化の過程
森卜＾二次也は資本主義社会における而業の存立根拠の説明において尚業
資本の大規模化を指摘し，売買操作資本の投人による大規模化であること
を明らかにした。この大規模商業経営が個別商業資本にとっても， また廂
業資本にとってもまた資本:1義社会令体にとってもh床ljであることを指摘
する。とりわけ商業資本の大規模化を商業資本の回転の速さと関連づける
ことによって，個別商業資本間の競争上の優位を指摘し，平均利澗を上ま
わる裔業利潤の獲得，つまり超過利潤の獲得による資本蓄積メカニズムを
指摘して，個別麻業資本の大規模化への過程を説明したといえる 14)。とく
に小売商業の分野においても個人的梢費の特性から大規模化が制約されて
いるにもかかわらず，資本主義的商業経営は必然的に大規模を要求される
といい，この大規模化は競争構造上において派牛することを指摘した。「大
規模化はまたそれ自身商業資本間相互の競争を通じてのみ実現されてい
く」15) と。
森下二次也は資本の集中集積による大規模化の論理も，「超過利潤を永
続化する」ための手段としての資本の集積，そして集積による「超過利潤
の資本化」のその限界を超えて大規模化をするために行う資本の集中とい
13)森ドニ次也，同上書， pp.166-168。この資本部分の問題（流通費用の資本化）に
ついては森下＝宇野論争を参照のこと。
14)森下二次也，同上書， pp.194-215。
15)森下二次也，同上書， p.212。
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かくして森下二次也の商業資本の大規模化の論理は商業利潤の獲得（「超
過利澗の資本化」）を基礎に論じられている。だが小売業の大規模化の問
題を考える上で現実の具体的な過程を想定する場合にはその論理だけでは
十分といえない。中野安が指摘しているように，小売業の大規模化をもた
らす資本蓄積形態（店舗形態）は百貨店型とチェーンシステム型であり，
ともに「業態」という形態をとっていて，その形態をとらねば大規模化で
きないという現実がある17)。つまり，現実の小売業が「業種」の延長線上
で単線的な大規模化を達成するのであれば問題はないが，そのようなケー
スはあり得ないのである。大規模小売業が「業態」の形態をとり，その形
態をとらねば大規模化できないということを考えれば「超過利潤の資本化」
の論理展開だけでは十分といえない。
大規模化において「業態」の問題が避けられないとすれば売買操作資本
の物的費用はとくに重要となる。だが，人的費用への投入については尚業
利潤をもたらすという点において商業資本の利潤源泉（資本蓄積の源泉）
ということで重視されているが18)' 物的費用の投人については商業資本間
の競争上において超過利潤を獲得する「手段」として扱われているものの，
「売買操作の機械化の困難」19)さから「個別資本にとって顕著に資本節約
的でない」20) と論じて，重要視されているようには見えない。
かくして森下二次也の商業資本の大規模化の論理展開はあまりに抽象的
で，その論理のままでは現実の大規模な小売業自体やその形成過程の具体
的な説明が困難であるといえる。そこにおいては「理論と現実の乖離」が
16)森下二次也，同上害， pp.212-215。
17)中野安「低成長経済と巨大スーパーの動向」『季刊経済研究』（大阪市立大学経済
研究所）第2巻第3号， 1979年， pp.I-3。
18)森下二次也，前掲書， p.190, pp.173-177。
19) 20)森下二次也，同上書， p.212。
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みられる」現実の具体的な大規模小光業を考える場合，「抽象的な基礎理論」
と現実をつなぐ「媒介理論」が必要であり「業種」から「業態」への転
換を踏まえた「業態論」が必要であるといえるのである。「業種から業態へ」
「商業資本の大規模化一売買操作資本の投人一業態」（組織と技術）という
「業態論的視点」が商業資本の大規模化あるいは大規模尚業資本を考察す
るJ:.で必要であると考えるのである（）
3. 業種論から業態論への論理展開一石原武政の論理
商業資本の大規模小売業自体ならびに形成過程の具体的な説明において
業種から業態への展開を踏まえた業態論がイ呵欠であることを論じてき
た。この間題を，近年. ,(i J恥武政は扱い．その進展のプロセスを明らかに
した21)0 以ド•ではその概要をみていく。
(1)業種と商業集積としての商店街
売買の集中の原理と業種
h原武政はまず森卜ニこ次也の売買の集中の原理を取り I:げ．理論Lでは
商業が多くの化廂者の販売と多くの消費者の購買を一カ所で結びつけてい
るようになっているがこの原理は現実には一人の商人がすべての牛産者
の商品を扱うということではないという。つまり， l:j_産者の商業者への廂
品の集中は無限に働かなく，かなり限定的であるという。その限定性はす
でに森下二次也によって商業資本の分化のところで商品特性による商品種
類別分化（商業内部における質料的区別による分業，つまり業種の形成）
が指摘されていると論じたtで22)' その不十分性を補う形で，石原武政は
21)石原武政『商業組織の内部編成』千倉書房， 2000年，同「流通組織の基礎理論」
大阪市寸．大学尚学部編『ビジネスエッセンシャルズ(5〗流通』有斐閣， 2002年，石
原武政は森―ドニ次也の売買の集中の原理の理論とオルダースンの品揃え形成の理論
を軸に展開をしている，）
22)森卜ニニ次也， 前掲曹 pp.149~150。
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「消費者の購買における空間的な広がり」や「供給側の要因」の「商品知
識や流通・販売技術水準」によって一人の裔業者がすべての商品を扱うこ
とができないという論理で「業種」の形成を説明する23)0 
業種形成の論理一①商品知識の制約性
なかでも供給側の要因から次のように説明する 24)。まず膨大な商品が生
産されていくなかで，一人の商人がこれらの商品知識をすべて理解して，
それをすべて扱うということは事実上無理であるという。いわゆる商品知
識の習得の限界性である。
またそのようなことは必要でないともいう。消費者の購買行動は一度に
すべての商品を買い求めるわけではなく，無数の商品のうちのほんの一部
分の必要なものだけ， もっと言い換えれば消費者は第一義的には買物目的
に関連する商品（これを石原武政は消費者の関連購買商品と名づける）を
購入するにすぎないから，商業者の品揃えは，無差別にかつ無限に商品を
扱うのではなく（もちろん，取扱商品を無限に拡大していく可能性をもっ
ているとして，それを売買の集中の第二の原理と呼ぶのであるが）， この
消費者の関連購買商品の品揃えを中心に行うのであり，現実の具体的な商
業はこの範囲内でのみ売買の集中の原理（第一の原理）が作用するという 25)。
このような需要側の消費者の購買行動からも取扱商品の限定が指摘される
のである。
業種形成の論理―②商品の取り扱い技術の制約性
さらに商品特性や取り扱い技術が商業者の商品の取り扱い輻を制約する
という。生鮮食料品においても日持ちのする商品やそうでない商品，その
中間の商品と違いがみられ，ここにおいては取り扱いに特別の技術が求め
られるであろうし，また野菜や鮮魚，精肉といった括りにおいては取り扱
23)石原武政「流通組織の基礎理論」大阪市立大学裔学部編『ビジネスエッセンシャ
ルズ⑤ 流通』有斐閣， 2002年， pp.85-94。
24)石原武政，同上論文， pp.88-92。
25)石原武政，同上論文， pp.92-94。
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い技術の差が大きくなっていくことになるであろうという。さらにそれが
また大きな括りの食料品と衣料品，家具・什器などになっていけば取り扱
い技術の共通点を探すのが困難に思えるほど差は大きい。そこからこれら
の取り扱い技術を超えて一人の麻業者がすべての商品を扱うことは困難で
あるという 26)0 
もちろん，取り扱い技術の差が小さいときには取扱裔品の拡大が可能で
あるという。そのことは実際に野菜果物，乾物，菓子，調味料という
ように野菜を専門的に扱う店でありながらそれ以外の商品を扱っているこ
とからも理解できる。ここでの指摘は取り扱い技術の恙が大きくなるとそ
れを克服するためには新しい専門知識や技術・設備が必要となり，そこか
らそれにともなう費用が増加していき．それらを一緒に取り扱うメリット
が相殺されてしまう可能性が出てくる。その相殺点を「臨界点」にたとえ
てそれを超えてまで廂品の取り扱いをしないというのである27)0
業種店とその商業集積である商店街
このような制約要因によって商業者の取扱裔品は限定的となる。野菜な
らば野菜を中心にして整序された，ある一定のカテゴリーに基づいて商品
が限定的に取り扱われる，いわば光買の集中の第一の原理が作用するもの
を「業種店」と定義する。そして石原武政は売買の集中の原理が取扱尚品
の限定と同時に拡大の可能性（売買の集中の節二の原理）があることを指
摘する。その拡大は，一人の商業者の商品知識の制約性による販売の限界
と取り扱い技術の壁を克服することによって可能となることを示唆してい
る。つまり効率的な取り扱い技術のイノベーションによる壁の克服である
（販売労働者の雇用も必要であると考えられる―出家）。
さて， この業種店は主として上述の供給要因によって限定的な商品の取
り扱いになっているために，消費者の関連購買に対して一店の業種店だけ
では十分対応できないことを指摘する。消費者の買物行動の際の関連購買
26)石原武政，同上論文， pp.88-90。
27)石原武政，同上論文， p.89。
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裔品はかなり広範な範囲にわたるものであり，業種店の取扱商品をはるか
に超えているのである。そこから，業種店は他の業種店とともに商業集積
を形成することにより，自らの限定的な業種の品揃え形成をお互いに補完・
依存しあうことによって，消費者の幅広い関連購買商品に対応した品揃え
形成を集団的に対応しようとする。それが業種店の商業集積である商店街
なのである28)。
(2)業種から業態ヘ一革新的な小売業者の形成論理
消費者の関連購買への対応と商店街の対応の不確定性
もしも業種店の商業集積である商店街が消費者の関連購買商品の最適な
品揃え形成に対応したものとなり，集合としての売買の集中機能を十分に
果たすのであれば商業集積としての商店街は消費者側から求める売買の
集中の利益に答えることができるという。だが，その利益に答えるために
28)石原武政同上論文， pp.94-96, 石原武政はその場合，商店街は異業種だけでな
く，同業種の集積もみられることを品揃え形成の論理で説明している。一つの業種
といってもそれに属する商品は多数に上るし，個々の商品には多くの品§(アイテ
ム）をもっている。完全に代替性をもった商品を「品目」と呼ぶとすれば，商品の
使用目的が同じでも，生産者の製品差別化によって個別的な特徴がつけられていた
り，ブランド化されている場合は商品間の代替性は不完全であるから，それらはそ
れぞれ一つの品目と見なされる。また同一ブランド商品でも容器や容量が異なれば
代替性は小さくなるから，これらも一つの品目として考えなければならない。この
ように考えると生産者のすべての品目を一人の商業者が取り扱うとなるととんでも
ない規模の売場面積が必要となり事実上すべてを扱うことは困難となる。そこか
ら商業者は大量需要が見込める商品から優先的に取り扱い，多くの消費者が求める
品目を重点的に取り扱う。これを基礎的品目と呼び，それからはずれるものを周辺
品Hと呼べば，業種店の品揃え形成は同一業種でも基礎的品目ならびに周辺品目の
扱いに違いが出てくる。またその品揃えが消費者の関連購買商品に完全に対応する
とはいえない。そこに一人の同一業種だけでは消費者の関連購買に対応できない現
実がある。複数の同業種が商店街内に存立するゆえんである。そしてこの同一業種
においては基礎的品Hでは競争上において差別化が図れないので，周辺品目の取り
扱いをめぐって競争が行われるという（石原武政，同上論文， pp.97-99)。商店街
内部での競争構造が唯一みられる部分であるといえる。
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は少なくとも商業集積の商店街内部において相互に活発な競争が行われ
て最大限に需要開拓に取り組むという動きがなければならない。しかし
残念ながら商店街では競争が常に適正には働かず，商店街全体の集合レベ
ルでの最適な品揃え形成が機能しないという加I0 
その最大の理由は尚店街が自然発生的な所縁（縁籾）型組織であるとい
が個々が白分の建物とt地の卜．で商売をし自然発牛的に任意に集まっ
てきたメンバーであり，個々の主体的な，別の言い方をすれば独自な品揃
え形成によるものであるがゆえにそこには不必要な軍複や必要業種の欠
落がみられたり業種間での商品の等級やコンセプトの違いが生じ．全体
を計画的にかつ最適な品揃えとしてコントロールできないという :JOIu fi I原
武政は①利潤の最大化ではなく満足基準を求めるものが多いという経営理
念の間題(~)積極的な経営努力をせずに． している業者にただ乗りをする
モラルハザードの問題 (3)ただ乗り業者を人れ替えることのできない店舗
数の制約の問題， (4)麻店街内部の競争ft:}]の弱さ， (5)品揃えの＾貰性・統
一性ができないという、1,1.(をあげて対l心のイ洵確定性を指摘する 31)u 
消費者の関連購買に対する内部化的対応ー革新的小売業者の内部形成
そこからイi原武政は業種にみられる依存・補完関係を内部化してその間
題を計画的にコントロールしようとする動きが出てくるという。それはも
ちろん消費者に対して最適な品揃えを準備したいという思いと対応してい
ることでもあるという :J2)。
そこでの重要な指摘は． このような動きが業種の商業集積である尚店街
内部に存在していたことである。つまり，業種の商業集積である商店街に
おいて単独で立地することのできない業種店は相互依存・補完関係によっ
て存在しているが問題は．上述したように，麻業集積全体として競争圧
29)石原武政，同上論文, p.100。
30)石原武政前掲害. pp.158-159。
31)石原武政前掲論文. pp.l 00-102。
32)石原武政同t論文， pp.102-103。
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力が弱く，最適な品揃え形成をすることができないために，互いに適切に
カバーしあえない不完全な関係が内在していること自体にある。そのため
全面的に補完・依存できないところから，単独業種店自身が業種の壁を越
えて他の業種にまで品揃えを拡大してそれに対応しようという動きが内在
し，発生してくるのだという。
その結果，取り扱い技術の陛を越え，業種店の壁を越えて品揃えを拡大
しようとする「革新的な商業者」が登場する。もちろん「革新的」という
意味はそこにおいてこれらの壁を乗り越える革新的な経営技術・組織をと
もなうということである33)0 
業種（専門化）から業態（総合化）へ
商品の取り扱い技術の壁を越え，業種の壁を超えて品揃えを拡大しよう
とするためには，「技術面からの負荷」をうける。当然，その問題を克服
するためには技術差の壁を小さくし，総合化のメリットを引き出すような
「新しい技術」を開発することが不可欠となる。それは「新しい技術がい
くつか関連しあい，それが新しい小売業経営を構想させるとき」に壁とな
っていた技術の臨界点を動揺させ，新しい小売業経営を支える技術となり
うるという。かくして石原武政は次のようにいう。「いくつかの新しい技
術が革新的な経営者のなかで新しい小売業を構想させ，その中に総合され
ていく。このときまったく新しいコンセプトのもとに新しい技術に支え
られた小売業が誕生する。この新しいコンセプトと技術の総体が業態であ
り，それを具体的な小売業として体現するのが業態店である」34) という。
小売業はこのような形で業種（専門化）から業態（総合化）へと進化して
いくというのである。この進化こそ小売業の大規模化の現実的具体的な過
程であった。
33)石原武政，前掲書 pp.189-195。
34)石原武政同上書， p.190。中野安が「業態」を「商品（品揃え），価格．サービ
ス面でのなんらかのイノベーションを体化したものとして，店舗形態，販売態様，
価格設定方式の統一体である」（中野安「現代日本小売業の構造と動態」『転換期の
流通経済 1・・・・小売業」大月書店， 1989年， p.2) と規定した内容を踏襲している。
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このようにして商業者が業種の競を越えて品揃えを内部化し総合化する
ことによって，業種としての「総合小売業」が登場する。それは「業種総
合」と言い換えることができるという。もちろんその場合の「総合化」は
何でも取り扱うという形ですべてを内部化できるというのではなく，新し
いコンセプトを掲げながらコンセプトをt張する限りでの内部化であるこ
とを強調する。そのコンセプトは「品揃えのH的整合性」を意味しており．
それは同時に商業者の総合化の限界でもあるという。
(3)主要業態論の曖昧性
主要業態である百貨店と総合量販店（スーパー）の一括整理
石原武政はこの業態を「業種総合」と「部門総合」とに分けて説明する郎）。
前者は業種の陪を越えても消費者の関連購買商品の範囲（これを-j原は＾
つの「部門」と名づけた）にとどまっているものをいう。誤解を牛むか
もしれないが最寄品を中心とした品揃えの範囲と理解してよいであろう。
「完全品揃え志向」において「食品スーパー」を代表させていることから
もそのことを推定できる。後者はそれを超えて取り扱いを拡大していくも
のであり．最寄品を超えて買I叱l品までを幅広く扱う品揃えと理解してよい
であろう。「完全品揃え志向」において「百貨店」や「総合量販店」を事
例とあげているところからもそのようにいうことができよう。
石原武政は今Hの主要業態である百貨店や総合量販店（総合スーパーを
内包？一引用者）を一括して「完全品揃え志向」の「部門総合型」として
位置づけた。百貨店が「部門別管理組織」，総合量販店が「標準的多店舗
展開（チェーンシステム）」という「管理技術」の違いによって両者の区
別が指摘されてはいるものの36), ここでは業種から総合型小売業の成立を
明らかにすることがH的であるために，この両者は一括されて示され，そ
の区別にそれほど重きが置かれなかったのではないかと推定されうる。と
35)石原武政．前掲論文， pp.103-104。
36)石原武政．同上論文. p.60。
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くに「業態を品揃え物そのものではなく，それを支える技術との関連でと
らえるべきj37)という視点からこれらは一括されたと推定できる。
主要業態の説明の曖昧性
大規模小売業を具体的にとらえようとするときに， H本の小売業を牽引
してきた主要業態の「百貨店」と総合量販店の典型である「スーパー」の
基本構造を明確にすることは重要であると考えている。とりわけ，私自身
の関心の深い零細小売業との競争関係という視点からはこの業態の及ぼす
影響の濃淡を考える上で両者の構造を明らかにする必要があると考えるの
である。その点で，石原武政の主要業態である「百貨店」と「総合量販店
（スーパー）」の説明は曖昧性を残しているといえる。以下ではその区別を
明らかにする。
4. 小売業の主要業態の論理構造ー百貨店とスーパーの基本構造
(1)小売業の主要業態である「百貨店」の基本構造一縦への拡大
百貨店の存在形態や戦略のあり方を決定する取扱の主力品目一買回品
周知の通り，「百貨店」は「食料品」「衣料品」「その他」というように
取扱品目のフルライン化がみられ，その点で「スーパー」と共通性をもっ
ている。しかしその売上高において占める割合からこれらには格差がみら
れ，その差異からこの業態の主力商品がどこにおかれているかを明瞭に読
み取ることができる。いうまでもなく「百貨店」は「衣料品」が中心で，
いわゆる「買回品」が取扱品目の主力なのである。
この「買回品」は一般に商品単価が高く，購買頻度が低い。だから消費
者は「最寄品」と比べて商品の情報量が少なく，購買のリスクは高いとい
われている。そこから消費者は比較購買を行うために「買い回る」といわ
れ，結果として買物行動半径は広くなり，商品探索に多くの時間をかける
37)石原武政，前掲臀 p.192。
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ということであった。この「買回品」を取り扱いのt力商品とすることが
百貨店の業態特性や戦略を規定することになる。
森ドニ次也の指摘した「百貨店」の特徴38!を「買回品」を軸に説明し
てみると次のようになる。
百貨店の基本的な論理構造―①広域商圏と都市型小売業
「百貨店」39)が「買回品」を取扱主力尚品の中心におくことによって．「買
阿品」は購買頻度が低いから「百貨店」は多くの購買人口を必要とする。
たとえば「最寄品」の場合．購買頻度が高いから．周辺人口が500人と仮
定して購買頻度を100%とすれば．周辺人11500人がそのまま購買人IIにな
る。しかし「買lnJ品」の場合．購買頻度が低いから. Iロ・]じく周辺人口が
500人と仮定しても，買物頻度が低いのでその頻度をいま仮に10%とすれ
ば，購買人IIは50人ということになるu「最奇品」と lrijじように500人の購
買人lIが必要であるとするならば，周辺人11は10倍の5000人が必要となる (I
このように「買l叫h」は「最寄品」と違って購買頻度の決定的な違いから
多くの人口を必要とし，広域の商圏をはじめから必要とするのである。「買
[uJ品」を:t.}Jとして扱う「(i貨店」は少なくとも人lJl5}j人以lご， もしく
は20万人杓度が必要であると推定できる ,1())。個別の(f貨店の出店戦略にお
いては人口規模が少なくとも20ガ人以いり都巾を店舗展開の基準において
いるといわれている 11)。そのことからも都市クラスのある程度の人LJ規模
が必要となるのである。 l貨店が都市との「双子」といわれるゆえんであ
る。
以上のようなことから，人口の集中しやすい，交通の便利のよいターミ
ナルや繁華街に立地（中心部，都心）しているのである。百貨店が広域型・
38)森下て次也．前掲書， pp.318-319, pp.321-322 
39) department storeに「百貨店」という訳語を与えたのは雑誌『実業界』のt幹を
していた桑谷定逸である。明治42, 43年頃といわれている（松田慎-=:.板倉芳明『＜
H本の産業＞シリーズ白貨店』有斐閣， 1967年， p.l)。
40) 松田慎已• 板倉芳明，同」：書， p.21。
41)高島屋本店による聞き取りから。
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都市型（都心型）小売業であることは「買回品」を中心に扱うからという
ことができるのである。
百貨店の基本的な論理構造―②高級化戦略と高コスト経営
さらに「百貨店」が取扱主力商品の中心に「買回品」をおくことによっ
て，「買回品」は購買頻度が低く，消費者のほとんどは毎日買わないから．
「最寄品」と比べて基本的には商品回転率がよくない。売り上げを上げる
ためには商品単価を上げる必要がある。「買回品」の宿命でもある。「最寄
品」よりも「買回品」の価格が高いのは，購買頻度が低く商品回転率が低
いという点にある。重要なことはこの高価格の商品を消費者が気にしない
で買うように仕向ける必要があり，その手段が「高級品」であるという点
である。消費者にとって高級品・ブランド品は高価格であることを当然の
ものとして認識し．違和感なく受け入れる。そこにおいては完全に価格意
識が消えているのである。
かくして百貨店の「買回品」は高級品にシフトしていき，「高級化・高
品質・高価格• 高サービス（対面販売）」が条件となる。百貨店がスーパ
ーと違って「高級化戦略」をとるのは「買回品」を扱うところから派生す
る必然性であるといえる。百貨店の経営戦略が高級化戦略・品質サービス
訴求型戦略といわれるゆえんである。
また「百貨店」の利潤の増大は商品の「質」を求めることによって実現
するのであり，その商品の「質」を浮きだたせるために建物・売場・陳列
を豪華・華麗にするのである。季節ごと商品陳列ごとに売場や陳列のリニ
ューアルを行うのは「高級品」を際だたせるためである。かくして百貨店
は地価の高い都心への立地し， さらには店舗自体の豪華・華麗さの維持に
よって必然的に「高コスト型経営」を余儀なくされるのである。
百貨店の基本的な論理構造—③部門別経営管理
さらに「買回品」が中心であることは，「最寄品」と違って，「買回品」
の幅が広くかつ購買頻度が低いところから基本的に販売の効率が悪いとい
える。「最寄品」のように購買頻度の高さから大量仕入れ，大量販売とい
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うわけには行かない。購買頻度の低さから少量仕入れ．少量販売というこ
ともあって，大鼠仕人れによる商品の標準化• 平準化自体が比較的困難で
ある。品 H において一括大量仕人れができず．多品種少量• 個別対応仕入
れが要請されることになる。
大きな売場面積と効率的管理の必要性から部門別の個別対応仕人れ．個
別対応販売という経営管理手法が必然的に必要となってくる。百貨店は一
つの建物全体において売買の集中を内部化させるが同時に個別対応型の部
門別分散的な経営管理で効率よく行うために「部門別経営管理」を開発し．
それを「百貨店」という「業態」に組み込んだのである。百貨店の基軸的
小売りイノベーションが部門別経営管理の開発であるといわれるゆえんで
もある。まさしく一つの建物に「業種」にみられた「光買の集中」を内部
化して．いわば「縦の拡大」を図りつつ発展したといえる。
(2)小売業の主要業態であるスーパーの基本な論理構造ー横への拡大
スーパーの存在形態や戦略のあり方を決定する取扱の主力品目ー最寄品
「（総合）スーパー」はげi貨店」と同じく「食料品」「衣料品」「その他」
という取扱品Hのフルライン化がみられるが，その光L高おいて圧倒的に
占める割合が高いのは「食料品」「H常衣料」を中心とした「最寄品」で
ある。「百貨店」と違って， この業態の取り扱い主力商品が「最寄品」で
あることを指摘することができそのことは「百貨店」と違って一階に必
ずといってよいほど「食料品」がおかれていることを考えれば，そのこと
がよくわかる。「百貨店」では一階に高級な「衣料品」「身の回り品」が中
心におかれていて，「食料品」は地下に押し込められていることをみても，
違いがわかると同時に主力商品の違いが読み取れるのである。
「最寄品」は購買頻度が高い（毎日買うのもである）から価格を低く設
定しているのが特徴である。毎日買うため消費者にとっては甜品の情報最
も多く，価格が低いため購買のリスクが低いから，「買回品」のように尚
品の比較購買をすることは少なく，消費者の買物の行動の半径は原則とし
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て狭いのである。結果としてあまり商品探索に多くの時間をかけないとい
うことができる。この「最寄品」を取り扱いの主力商品とすることがスー
パーの業態特性や戦略を規定することになる。
中野安の指摘した「チェーンシステム型」の特徴42)を「最寄品」を軸
に「スーパー」とおきかえて説明してみると次のようになる。
スーパーの基本的な論理構造-(I)基本的には小商圏と近隣型小売業
「スーパー」が「最寄品」を取扱主力商品の中心におくことによって，
上述でみたように百貨店と違って購買頻度が高いから，原則的には少ない
人口でも，つまり小商圏でもよいということがいえる。だから百貨店のよ
うに人口が出店の際の制約条件となることはなく，近隣型から小さな店舗
規模で出発が可能であり，原則的にはどこでも立地が可能で，立地条件の
制約はないと中野安は指摘する43)。そこにこの業態の強みがある。
スーパーの基本的な論理構造ー＠咽：価格訴求型戦略と薄利多売政策
また「スーパー」が「最寄品」を取り扱いの主力におくことによって，
購買頻度が高いものであるために多くの消費者が毎日購入することから，
原則的には高い価格設定ができない。つまり「最寄品」は「低価格設定」
せざるを得なく，その結果必然的に「低利潤」にならざるを得ない。そこ
から競争構造上においては「低価格設定」が前提され，それよりヨリ低い
価格が競争手段となり，「スーパー」は「低価格訴求型戦略」がとられる
ことになる。そして利潤量の拡大は「百貨店」と違って「量」が重視され
る。つまり低い利潤を多くの販売量で増大を図ることになり，そこから「薄
利多売」政策が必然的にとられることになる。
スーパーの基本的な論理構造~価格訴求型戦略・出店戦略とチェーン
システム
「最寄品」は競争構造上において「低価格設定」を前提にせざるを得な
42)中野安「現代資本主義と流通機構」『講座現代H本の流通経済③ 現代日本の流通
機構』大月書店， 1983年， pp.12-13。
43)中野安，同上論文， p.13。
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いところからヨリ低い価格設定が競争手段となると述べたが．そのために
はこのヨリ低い「低価格仕人れ」の実現が必要であり．それにチェーンシ
ステムが一役買っているのである。本部の大量一括仕人れが低価格仕人れ
（バイイングパワーの行使）を実現し，支店レベルでの低価格販売をiJ能
にする。「本部」による集中的な「大量一括仕入れ」＝「低価格仕人れ」
の実現「支店」による分散的・拡大的な「低価格販売による大械販売」
の実現いわば「大鼠什入れ一大量販売」という「規模の経済」が本部と
支店の円環的なシステムによってできあがることになる。
支店の拡大は「低価格販売による大址販売」をより促進することになる（）
かくして低価格訴求戦略と出店戦略は連動することになる。「スーパー」
は「百貨店」と違って出店展開＝「横への拡大」によって成長発展した
といえるのである。
チェーンシステムは大最牛産と大贔消費をつなぐ大鼠販売システムの爪上
要な核として機能し，そのシステムを取り込んだ「スーパー」が担い手と
なった41)。もちろん．「買回品」と違って．「最寄品」は購買頻度が高く，
マスマーケットをはじめからもち，消費者の大贔購買を実現しやすかった
点を押さえておくことは重要である。その意味で「最寄品」は本来「大贔
牛産」が可能であり．「大最消費」も可能な商品だったのである。もちろ
んそこには「最寄品」における標準化・画ー化のための様々な製品・販売
加工技術が開発されたことはいうまでもないであろう。それらのイノベー
ションなくしてはチェーンシステムによる大量販売は実現しなかったとい
ってよい。製品の標準的画ー的販売にあわせて「最寄品」の生産レベルで
標準化・画ー化が強いられていることはスーパーでの「トレー」に収まっ
ている食料品をみるだけでそのことが明瞭に読み取れるであろう。のちの
店舗形態や販売態様においてもみられるように，販売の標準化・画ー化を
志向したイノベーションを内包したチェーンシステムこそ「スーパー」の
44)橋本勲『商業学』 ミネルヴァ書房. 1971年, p.204。
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中核システムということができる。
スーパーの基本的な論理構造―-cロウコスト経営とセルフサービス・多店
舗管理経営
さらに「最寄品」は競争構造上において「低価格設定」を前提にせざる
を得ないところから，低利潤を余儀なくされる。薄利多売によって利潤の
拡大を図るものの，経営管理コストが増大してしまえば利潤は消えてしま
うことになる。その結果経営管理コストの節減が重要課題になったことは
容易に想像がつく。なかでも百貨店のような対面販売は膨大な人件費を必
要とし，利潤の圧迫要因になることは間違いない。そこから経営コストの
削減の施策としてセルフサービスが考え出された。もちろんそこには販売・
レジ作業の簡単化・標準化・画ー化が実現していなければならないことは
いうまでもない。この他にその視点からの多店舗管理（支店設計や広告の
同一化など）によってロウコスト経営を実現させることに成功したといえ
る。百貨店のハイコスト経営とは対照的である。これらの流通レベルの「標
準化・画ー化」による規模の経済を考慮した各種のイノベーションによっ
て「スーパー」は支えられているのである。
5 . 簡単なまとめ一大規模小売業の形成の具体的論理展開に
向けた今後の課題
以上のような「買回品」「最寄品」をキーワードにした形の主要業態説
明が果たして石原武政の業態の説明の曖昧性を克服し得たかどうかの自信
は今のところない。しかし少なくとも「百貨店」と「スーパー」という小
売業の主要業態の基本的論理的な識別が「買回品」「最寄品」をキーワー
ドにして説明することによって明確になったのではないかと考えている。
そして重要なことは小売業の大規模化はこのような業態を通して実現し
たことであり，その意味で業種から業態への過程を論理的に把握すること
は大規模小売業形成の具体化において重要であるといえる。またH本にお
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いては「百貨店」と「スーパー」の二大主要業態が小売業を牽引してきた
点で．このt要業態の識別を明確にすることは大規模な小売業の具体的形
態を把握するEで重要な意味をもっているということができるのである。
そしてまた百貨店とスーパーのこのような基本的性格を考慮すれば．
零細小売業においては百貨店よりもスーパーの方が同一の取扱品Hを扱う
という点でより脅威となりうることを容易に想像できるであろう。そこに
零細小売業とスーパーの競争基盤の共通性• 同一性をみることができるの
である。これらの点からも大規模小売業といっても零細小売業への影響は
業態によって濃淡があるといえるのである。
以上の説明で大規模小売業の理論的な具体化が完了したとは思っていな
い。これはその具体化の一餡であると考えている。さらに近年小売業のt
要事態に躍り出たコンビニエンスストア業態をも含めた考察が必要である
と考えている。また尚業構造の再牛産構造に依拠した小売業の資本蓄積メ
カニズムの視点から大規模小売業の形成の考察も必要であるように思われ
る。これらは今後の課題としたい。
